
 

                         最高裁民三第２６７号 

令和２年５月２６日 

   

国土交通省土地・建設産業局長 殿 

 

      最高裁判所事務総局民事局長 門 田 友 昌        

 

「民事執行法及び国際的な子の奪取の民事上の側面に関す

る条約の実施に関する法律の一部を改正する法律」及び「民

事執行規則等の一部を改正する規則」の施行に伴う不動産競

売手続の変更点について（周知依頼） 

 不動産競売における暴力団員の買受け防止のための方策等を内容とする「民事執

行法及び国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律の一部

を改正する法律」（令和元年法律第２号）及び「民事執行規則等の一部を改正する

規則」（令和元年最高裁判所規則第５号）が，４月１日，施行されたところである。 

そのため，４月１日以降に売却実施処分がされた不動産競売事件において，

（１）買受申出人は，同人（その者が法人である場合にあっては，その役員）及び

自己の計算において当該買受けの申出をさせようとする者（以下「買受申出人等」

などと総称する。）が暴力団員等に該当しない旨を記載した陳述書を提出しなけれ

ばならず（民事執行法６５条の２，民事執行規則３１条の２，３８条７項，４９条，

５１条９項），（２）執行裁判所は，原則として，最高価買受申出人等が暴力団員

等に該当するか否かについて，警察に調査嘱託をしなければならず（民事執行法６

８条の４），（３）執行裁判所は，最高価買受申出人等が暴力団員等に該当すると

認めるときは，売却不許可決定をしなければならない（民事執行法７１条５号）こ

ととなった。 

ただし，宅地建物取引業法３条１項の免許を受けて事業を行っている者（宅地建
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物取引業者）については，暴力団員等に該当しないと認めるべき事情があるものと

して，前記（２）の調査嘱託が不要であるとされた（民事執行法６８条の４第１項

ただし書，同条２項ただし書，民事執行規則５１条の７，令和２年最高裁判所告示

第１号）。そして，買受申出人等が宅地建物取引業者である場合には，その者が当

該免許を受けていることを証する文書の写しを執行裁判所に提出するものとされて

いる（民事執行規則３１条の２第２項，３８条７項，４９条，５１条９項）。 

今後も不動産競売手続を円滑に行うためには，宅地建物取引業者において買受け

の申出をする際に，適式な陳述書（別添１は書式例である。今後，各地方裁判所の

執行官室で配布を受けられる予定である。）及び宅地建物取引業の免許証（宅地建

物取引業法６条）の写しが提出されることが重要である。 

ついては，貴局において，所管の関係事業者等に新しい不動産競売手続（別添２

参照）の周知をお願いする。 



※該当する□にチェックを入れてください。

□平成
□令和

（陳述書作成日）令和　　　　　年　　　　月　　　　日

□昭和
□平成

□西暦

1

2

3

4
5

6

7

8

9

10
11

　陳述書は，氏名，住所，生年月日及び性別を証明する文書（住民票等）を添付して，
必ず入札書とともに提出してください。提出がない場合，入札が無効となります。
　氏名，住所，生年月日及び性別は，それらを証明する文書のとおり，正確に記載して
ください。記載に不備がある場合，入札が無効となる場合があります。
　買受申出人が宅地建物取引業者の場合には，その免許を受けていることを証明する文
書の写しを提出してください。
　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者（買受申出人に資金を渡すなど
して買受けをさせようとする者をいいます。）がある場合は，別紙「自己の計算におい
て買受けの申出をさせようとする者に関する事項」の添付が必要です。

　虚偽の陳述をした場合には，６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられるこ
とがあります（民事執行法213条）。

　提出後の陳述書及び添付書類（別紙を含む）の訂正や追完はできません。

注　　　　　意
　陳述書は，一括売却される物件を除き，物件ごとに別の用紙を用いてください（鉛筆
書き不可）。
　事件番号及び物件番号欄には，公告に記載された番号をそれぞれ記載してください。
事件番号及び物件番号の記載が不十分な場合，入札が無効となる場合があります。
　本用紙は，買受申出人が個人の場合のものです。法人の場合は，法人用の用紙を用い
てください。また，買受申出人に法定代理人がある場合（未成年者の親権者など）は，
買受申出人（個人）法定代理人用の用紙を用いてください。
　共同入札の場合には，入札者ごとに陳述書及び添付書類を提出してください。
「暴力団員等」とは，「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法
律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を
経過しない者」を指します。

（フリガナ）

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

陳述

　私は，暴力団員等ではありません。

　私は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人の計算において買受けの申出を
する者ではありません。

□

　自己の計算において私に買受けの申出をさせようとする者は，別紙「自己の計
算において買受けの申出をさせようとする者に関する事項」記載のとおりです。
（注意書９参照）
　この者は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人ではありません。

買
受
申
出
人
（

個
人
）

本
人

住　　所

〒　　　－

（別添１）

陳述書
（買受申出人（個人）本人用）

　　　　地方裁判所　　　　　支部　執行官　殿

事件番号 物件番号年（　　）第　　　　号

印



※該当する□にチェックを入れてください。

□平成
□令和

（陳述書作成日）令和　　　　　年　　　　月　　　　日
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4
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9
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11

　買受申出人が宅地建物取引業者の場合には，その免許を受けていることを証明する文
書の写しを提出してください。
　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者（買受申出人に資金を渡すなど
して買受けをさせようとする者をいいます。）がある場合は，別紙「自己の計算におい
て買受けの申出をさせようとする者に関する事項」の添付が必要です。

（フリガナ）

　陳述書は，必ず入札書とともに提出してください。提出がない場合，入札が無効とな
ります。

　本用紙は，買受申出人が法人の場合のものです。個人の場合は，個人用の用紙を用い
てください。
　共同入札の場合には，入札者ごとに陳述書及び添付書類を提出してください。

別紙「買受申出人（法人）の役員に関する事項」のとおり役　　員

　提出後の陳述書及び添付書類（別紙を含む）の訂正や追完はできません。

□

　陳述書は，一括売却される物件を除き，物件ごとに別の用紙を用いてください（鉛筆
書き不可）。
　事件番号及び物件番号欄には，公告に記載された番号をそれぞれ記載してください。
事件番号及び物件番号の記載が不十分な場合，入札が無効となる場合があります。

法人の名称

〒　　　－

注　　　　　意

「暴力団員等」とは，「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法
律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を
経過しない者」を指します。

物件番号

法人の所在地

年（　　）第　　　　号

陳述

　当法人は，暴力団員等が役員である法人ではありません。

　当法人は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人の計算において買受けの申
出をする者ではありません。

　自己の計算において当法人に買受けの申出をさせようとする者は，別紙「自己
の計算において買受けの申出をさせようとする者に関する事項」記載のとおりで
す。（注意書９参照）
　この者は，暴力団員等又は暴力団員等が役員である法人ではありません。

買
受
申
出
人
（

法
人
）

代
表
者

　虚偽の陳述をした場合には，６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられるこ
とがあります（民事執行法213条）。

　所在地，名称及び代表者氏名は，資格証明書（代表者事項証明，全部事項証明等）の
とおり，正確に記載してください。記載に不備がある場合，入札が無効となる場合があ
ります。

陳述書
（買受申出人（法人)代表者用）

代表者氏名

　　　　地方裁判所　　　　　支部　執行官　殿

事件番号

印



※該当する□にチェックを入れてください。

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

1

2

3

4
5

住　　所
〒　　　－

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

（フリガナ）

年　　　　　月　　　　　日

　提出後の本書面の訂正や追完はできません。

年　　　　　月　　　　　日

注　　　　　意

　役員全員（代表者を含む）の氏名，住所，生年月日及び性別を正確に記載してくださ
い。記載に不備がある場合，入札が無効となる場合があります。
　役員の氏名，住所，生年月日及び性別などを証明する文書（住民票等）の添付は不要
です。
　役員が５人以上の場合は，本用紙を複数枚用いてください。

生年月日

4

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

生年月日

　買受申出人が法人の場合は，本書面の提出が必要です。提出がない場合，入札が無効
となります。

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

3

住　　所
〒　　　－

（フリガナ）

性　　別 □　男性　　　□　女性

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

2

住　　所
〒　　　－

（フリガナ）

（別紙）

買受申出人（法人）の役員に関する事項

1

□代表者

住　　所
〒　　　－

（フリガナ）

氏　　名



※該当する□にチェックを入れてください。

□昭和
□平成

□西暦

1

2

3

4

5

6 　提出後の本書面及び添付書類の訂正や追完はできません。

名　　称

役　　員

　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者が宅地建物取引業者の場合は，
その免許を受けていることを証明する文書の写しを提出してください。

年　　　　　月　　　　　日

注　　　　　意

（個人の場合）氏名，住所，生年月日及び性別は，それらを証明する文書のとおり，正
確に記載してください。
（法人の場合）名称及び所在地は，資格証明書（代表者事項証明，全部事項証明等）の
とおり，正確に記載してください。
　記載に不備がある場合，入札が無効となる場合があります。

　自己の計算において買受の申出をさせようとする者が法人である場合は，別紙「自己
の計算において買受けの申出をさせようとする者（法人）の役員に関する事項」の添付
が必要です。

　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者がいる場合は，本書面の提出が
必要です（複数いる場合は，本用紙を複数枚用いてください。）。提出がない場合，入
札が無効となります。

（別紙）

自己の計算において買受けの申出をさせようとする者に関する事項

〒　　　－

住　　所

性　　別

別紙「自己の計算において買受けの申出をさせようとする
者（法人）の役員に関する事項」のとおり

□　男性　　　□　女性

□個人

□法人

氏　　名

　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者が個人の場合は，その氏名，住
所，生年月日及び性別を証明する文書（住民票等）の添付が必要です。添付がない場
合，入札が無効となります。

〒　　　－

法人の所在地

（フリガナ）

生年月日



※該当する□にチェックを入れてください。

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

□昭和
□平成

□西暦

1

2

3

4
5

（別紙）

自己の計算において買受けの申出をさせようとする者（法人）の役員に関する事項

1

□代表者

住　　所
〒　　　－

（フリガナ）

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

（フリガナ）

〒　　　－

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

注　　　　　意

2

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

3

住　　所

住　　所

〒　　　－

（フリガナ）

氏　　名

性　　別 □　男性　　　□　女性

□　男性　　　□　女性

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

生年月日 年　　　　　月　　　　　日

　役員の氏名，住所，生年月日及び性別などを証明する文書（住民票等）の添付は不要
です。

氏　　名

性　　別

　提出後の本書面の訂正や追完はできません。

　役員全員（代表者を含む。）の氏名，住所，生年月日及び性別を正確に記載してくだ
さい。記載に不備がある場合，入札が無効となる場合があります。

　役員が５人以上の場合は，本用紙を複数枚用いてください。

4

住　　所
〒　　　－

（フリガナ）

　自己の計算において買受けの申出をさせようとする者が法人の場合は，本書面の提出
が必要です。提出がない場合，入札が無効となります。



（別添２）                                 

 入札方法に関して不明な点は，各事件が係属する地方裁判所の執行官室にお問合せください。 

 

 

 

※入札時に提出がないと入札が無効となります（追完不可）。 

※法人の場合は従前どおり資格証明書の提出が必要ですが，個人の場合も住民票の提出が必須に

なりました。 

※住民票は，氏名・住所・生年月日・性別の記載があり，マイナンバーが記載されていないもの

を提出してください。 

■暴力団員等や，役員に暴力団員等がいる法人は，買受人となれません。 

■暴力団員等から資金の提供等を受けた個人・法人は，買受人となれません。 

 

 

 

※入札時に提出がないと入札が無効となります（追完不可）。 

※記載に不備があった場合，入札が無効になる場合があります。 

※提出後の訂正はできません。 

※陳述書の書式は，各事件が係属する地方裁判所の執行官室で配布を受けられる予定です。 

 

令和２年４月１日以降に売却実施処分がされた 

不動産競売事件では，入札時に入札書ごとに 

下記の各書面を提出する必要があります。 

  

 

※有効期限内のものを提出してください。 

令和２年４月１日以降に売却実施処分がされた 

不動産競売事件から，入札のルールが変わります 

暴力団員等に該当しない旨の 陳述書（個人・法人を問わず） 
 

資格証明書（法人の場合）      

宅地建物取引業の免許証の写し（宅地建物取引業者の場合） 

住民票（個人の場合） 



参考資料 

 

○民事執行法（抄） 

（暴力団員等に該当しないこと等の陳述） 

第６５条の２ 不動産の買受けの申出は，次の各号のいずれにも該当しない旨を買

受けの申出をしようとする者（その者に法定代理人がある場合にあつては当該法

定代理人，その者が法人である場合にあつてはその代表者）が最高裁判所規則で

定めるところにより陳述しなければ，することができない。 

一 買受けの申出をしようとする者（その者が法人である場合にあつては，その

役員）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と

いう。）又は暴力団員でなくなつた日から５年を経過しない者（以下この目にお

いて「暴力団員等」という。）であること。 

二 自己の計算において当該買受けの申出をさせようとする者（その者が法人で

ある場合にあつては，その役員）が暴力団員等であること。 

 

（調査の嘱託） 

第６８条の４ 執行裁判所は，最高価買受申出人（その者が法人である場合にあつ

ては，その役員。以下この項において同じ。）が暴力団員等に該当するか否かにつ

いて，必要な調査を執行裁判所の所在地を管轄する都道府県警察に嘱託しなけれ

ばならない。ただし，最高価買受申出人が暴力団員等に該当しないと認めるべき

事情があるものとして最高裁判所規則で定める場合は，この限りでない。 

２ 執行裁判所は，自己の計算において最高価買受申出人に買受けの申出をさせた

者があると認める場合には，当該買受けの申出をさせた者（その者が法人である

場合にあつては，その役員。以下この項において同じ。）が暴力団員等に該当する



か否かについて，必要な調査を執行裁判所の所在地を管轄する都道府県警察に嘱

託しなければならない。ただし，買受けの申出をさせた者が暴力団員等に該当し

ないと認めるべき事情があるものとして最高裁判所規則で定める場合は，この限

りでない。 

 

（売却不許可事由） 

第７１条 執行裁判所は，次に掲げる事由があると認めるときは，売却不許可決定

をしなければならない。 

一～四 ［略］ 

五 最高価買受申出人又は自己の計算において最高価買受申出人に買受けの申出

をさせた者が次のいずれかに該当すること。 

イ 暴力団員等（買受けの申出がされた時に暴力団員等であつた者を含む。） 

ロ 法人でその役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの（買受けの申

出がされた時にその役員のうちに暴力団員等に該当する者があつたものを含

む。） 

六～八 ［略］ 

 

○民事執行規則（抄） 

（剰余を生ずる見込みのない場合等の差押債権者による買受けの申出） 

第３１条の２ 差押債権者は，法第６３条第２項第１号の申出をするときは，次に

掲げる書類を執行裁判所に提出しなければならない。 

一 次に掲げる事項を記載し，差押債権者（その者に法定代理人がある場合にあ

つては当該法定代理人，その者が法人である場合にあつてはその代表者）が記

名押印した陳述書 

イ 差押債権者の氏名（振り仮名を付す。）又は名称及び住所 

ロ 差押債権者が個人であるときは，その生年月日及び性別 



ハ 差押債権者が法人であるときは，その役員の氏名（振り仮名を付す。），住

所，生年月日及び性別 

ニ 自己の計算において差押債権者に買受けの申出をさせようとする者がある

場合であつて，その者が個人であるときは，その氏名（振り仮名を付す。），

住所，生年月日及び性別 

ホ 自己の計算において差押債権者に買受けの申出をさせようとする者がある

場合であつて，その者が法人であるときは，その名称及び住所並びにその役

員の氏名（振り仮名を付す。），住所，生年月日及び性別 

ヘ 差押債権者（その者が法人である場合にあつては，その役員）及び自己の

計算において差押債権者に買受けの申出をさせようとする者（その者が法人

である場合にあつては，その役員）が暴力団員等（法第６５条の２第１号に

規定する暴力団員等をいう。以下この目において同じ。）に該当しないこと。 

二 差押債権者が個人であるときは，その住民票の写しその他のその氏名，住所，

生年月日及び性別を証するに足りる文書 

三 自己の計算において差押債権者に買受けの申出をさせようとする者がある場

合であつて，その者が個人であるときは，その住民票の写しその他のその氏名，

住所，生年月日及び性別を証するに足りる文書 

２ 差押債権者は，次の各号に掲げる場合には，当該各号に定める文書の写しを執

行裁判所に提出するものとする。 

一 差押債権者が第５１条の７第３項に規定する指定許認可等を受けて事業を行

つている者である場合 その者が当該指定許認可等を受けていることを証する

文書 

二 自己の計算において差押債権者に買受けの申出をさせようとする者が第５１

条の７第３項に規定する指定許認可等を受けて事業を行つている者である場合  

その者が当該指定許認可等を受けていることを証する文書 

 



（期日入札における入札） 

第３８条 １～６項 ［略］ 

７ 第３１条の２の規定は，期日入札における入札について準用する。この場合に

おいて，同条中「差押債権者」とあるのは「入札人」と，「執行裁判所」とあるの

は「執行官」と，同条第１項中「法第６３条第２項第１号の申出をするときは，

次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類」と読み替えるものとする。 

 

（期日入札の規定の準用） 

第４９条 第３６条，第３７条，第３８条第２項から第７項まで，第３９条，第４

１条第２項及び第３項並びに第４２条から第４４条（第１項第２号を除く。）まで

の規定は期間入札について，第４５条の規定は期間入札における買受けの申出の

保証として第４０条第１項第４号の文書が提出された場合について準用する。［略］ 

 

（入札又は競り売り以外の方法による売却） 

第５１条 １～８項 ［略］ 

９ 第３１条の２の規定は執行官が第１項の規定による裁判所書記官の処分に基づ

いて不動産の売却を実施した場合について，第４４条第２項の規定は第６項の調

書について準用する。この場合において，第３１条の２中「差押債権者」とある

のは「買受けの申出をしようとする者」と，「執行裁判所」とあるのは「執行官」

と，同条第１項中「法第６３条第２項第１号の申出をするときは，次に掲げる書

類」とあるのは「次に掲げる書類」と読み替えるものとする。 

 

（最高価買受申出人が暴力団員等に該当しないと認めるべき事情がある場合） 

第５１条の７ 法第６８条の４第１項ただし書の最高裁判所規則で定める場合は，

最高価買受申出人が，指定許認可等を受けて事業を行つている者である場合とす

る。 



２ 法第６８条の４第２項ただし書の最高裁判所規則で定める場合は，自己の計算

において最高価買受申出人に買受けの申出をさせた者が，指定許認可等を受けて

事業を行つている者である場合とする。 

３ 前２項の「指定許認可等」とは，許認可等（行政手続法（平成５年法律第８８

号）第２条第３号に規定する許認可等をいう。）であつて，当該許認可等を受けよ

うとする者（その者が法人である場合にあつては，その役員）が暴力団員等に該

当しないことが法令（同条第１号に規定する法令をいう。）において当該許認可等

の要件とされているもののうち最高裁判所が指定するものをいう。 

４ 前項の規定による指定がされたときは，最高裁判所長官は，これを官報で告示

しなければならない。 

 

○令和２年最高裁判所告示第１号 

 民事執行規則等の一部を改正する規則（令和元年最高裁判所規則第５号）による

改正後の民事執行規則（昭和５４年最高裁判所規則第５号）第５１条の７第３項の

最高裁判所が指定する許認可等が次に掲げるものと定められたので，同条第４項に

基づき告示する。                       

 令和２年３月１７日                         

                      最高裁判所長官 大谷 直人  

一 宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３条第１項の免許                  

二  債権管理回収業に関する特別措置法（平成１０年法律第１２６号）第３条の

許可            


